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第１４８回：書記処のメンバーを見れば 

 

１１月１６日に、中国の新しい執行部が誕生し、習近平を総書記とするチャイナ・セブン（党中央政治局常

務委員）が発表された。この顔触れを見て、「江沢民派が勝利した」、「胡錦濤派が要所は抑えた」、「やはり

太子党の絆は強かった」等々、チャイナウォッチャーの間で、負け惜しみや後講釈をこき混ぜ得たコメントが

聞こえてくるが、予測の勝ち負けはともかく、いま注目すべきは党中央書記局書記処のメンバーである。 

 

仮に政治局常務委員の７人が企業の取締役会メンバーだとすれば、書記処は執行役員会に近い存在で

ある。構成員は常務委員、政治局委員、中央委員の混成部隊、習近平は書記処を総覧する「総書記」だが

書記処の構成員ではない。１８期体制の書記は次のとおりである。 

 

氏名 齢 中央委員会 職務 前職（１７期の職務） 

劉雲山 ６５ 政治局常務委員  政治局委員 書記 中央宣伝部長 

劉奇葆 ５９ 政治局委員 中央宣伝部長 中央委員 四川省書記 

趙楽際 ５５ 同上 中央組織部長 同上 陝西省書記 

栗戦書 ６２ 同上 中央弁公庁主任 同上 貴州省書記 

杜青林 ６６ 中央委員 政協副主席 同上 中央統一戦線部長、政協副主席 

趙洪祝 ６５ 同上 中央検委副主任 同上 浙江省書記 

楊昌 ５９ 同上 中央統一戦線部副部長

国家民族委主任 

同上 同左 

  

上表のとおり、中央書記処は７名で構成され、書記の年齢や「格」はバラバラだが注目すべきは主管業務。

党内の最重要業務の責任者で書記局が構成され、多種多様な日常業務がここで処理されている。 

 

劉雲山は書記留任。１７期体制では中央宣伝部長として、党の政策方針を全国津々浦々まで周知徹底さ

せるプロパガンダ業務を主管してきた。「宣伝」といえば軽い印象があるが、企業の営業本部長に相当する

超重要ポストだ。政策推進が主たる業務であるが、世論操作や言論統制の責任者でもある。昨年の７月に

浙江省温州市で発生した高速列車事故の処理で中国は国内外から非難を浴びることになったが、事故後

の処理、証拠隠滅、現場の報道規制、被害者に対する賠償金等に深く関わっていたのが宣伝部門である。 

劉奇葆。その劉雲山の後を継ぎ宣伝部長に就任したのが、四川省書記の劉奇葆。今年の２月に重慶市

の王立軍副市長が薄熙来に怯えて逃げ込んだのが、劉奇葆が治める四川省成都の米国領事館であった。

薄熙来は王立軍を奪還すべく重慶のパトカー数十台を四川省に越境させて、米国領事館を取り囲み、この

異常事態に接した劉奇葆の対応が注目されたが、彼は中央に忠誠を誓い王立軍の身柄を北京から飛んで

きた国家安全部に引き渡した。これが劉奇葆の出世の分岐点になったようだ。 
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趙楽際は、これまで陝西省の書記を勤め、どちらかと云えば地味な存在であったが、見事組織部長という

最重要ポストをゲットした。前任者は常務委員昇格こそ叶わなかったものの、次期国家副主席の有力候補

である李源潮だ。中国で人事を司る部門は２つあり、一つが党高級幹部の人事を管掌する党中央組織部、

もう一つが一般職員（党員も含む）の人事を担当する国務院の人事部門である。ペトロチャイナや中国銀行

といった国有企業のトップ人事は全て組織部の事前承認事項。超大型国有企業のトップが交代するときは

組織部の副部長クラスが企業に乗り込み、幹部職員を前に党中央の決定事項を伝達する儀式を行う。 

栗戦書は、１８回大会を待たずに弁公庁主任に就任した。噂によると前任者・令計画の息子の不祥事が

彼の急遽登板になったという。中央弁公庁とは、総書記の秘書役のように見えるが、実際には政治局委員

たちの医療、警護、機密文書管理、重要会議の設営等を仕切っており、要は国家の機密情報に接し、それ

を適宜処理、伝達、保管、廃棄するのが彼らの本務である。 

栗戦書は１９８３から８５年にかけ河北省・石家莊市・無極県で書記（村長）を勤めた経験があり、ちょうど

同じ時期に数キロ先の石家莊市・正定県の書記を勤めていたのが習近平である。同じ村長仲間として気心

が知れた仲のようであり、だから習近平が胡錦濤に頼み「是非もらい」して女房役に起用したのだろう。 

杜青林は息子のスキャンダルで弁公庁主任を退いた令計画に統一戦線工作部長を譲り、政協副主席の

専任となった。既に６６歳と年齢も高く、これからも共産党の長老格として非共産党組織（民主党派）との懸

け橋の役割を果たすのであろう。 

趙洪祝は中央規律検査委員会の副主任として王岐山（主任）を補佐し、党内の不正摘発の先頭に立つ。 

規検委のメンバーは書記処の構成員として、宣伝・組織・弁公庁と共に不可欠の職務である。 

楊昌は蒙古族。少数民族の代表として民族融和の責任者に任命された。 

 

書記局構成員の職務を見れば、党の最重要業務が宣伝・組織・弁公庁・規律検査、統一戦線、少数民族

であることがよく分かる。因みに外交は高度の専門性を要することから「共産党中央外事工作指導小組」と

いう別グループがある。軍事を処理する「軍事委員会」と同じ考えである。 

いまはむかし、毛沢東が起死回生の文化大革命を発動したとき、彼の最終ターゲットは劉少奇と鄧小平

であったが、「将を射んと欲すれば先ず馬を射よ」と云うとおり、真っ先に打倒されたのが、党務を牛耳って

いた弁公庁主任や宣伝部長だったのである。（了） 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。   

                                   平成２４年１１月２０日   

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱 UFJ 信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 
手数料等およびリスクについて 
①株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2075％（税込み）（約定代金が260,869円以下の場合は、

3,150 円（税込み））の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得いただく場合には、購入

対価のみをお支払いいただきます。 

 国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8400％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 外国株式は、株価の変動および為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0840％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.20％（税込み）（約定

代金が 2,625 円に満たない場合は、2,625 円（税込み））の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金

が必要となります。 

 株価指数先物・株価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損

失が生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


